
株式会社ルネサスソリューションズ

（単位：千円）

資産の部資産の部資産の部資産の部 負債の部負債の部負債の部負債の部

Ⅰ

ⅠⅠ

Ⅰ 流動資産
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流動資産 4,084,367
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Ⅰ流動負債

流動負債流動負債

流動負債 2,701,090

2,701,0902,701,090

2,701,090

現 金 預 金 76,717 買 掛 金 793,998

売 掛 金 2,927,624 未 払 金 566,349

未 収 入 金 17,342 賞 与 引 当 金 956,492

製 品 126,163 未 払 法 人 税 等 375,985

半 製 品 15,411 そ の 他 8,266

仕 掛 品 7,739

貯 蔵 品 6,782

前 払 費 用 6,269 Ⅱ

ⅡⅡ

Ⅱ固定負債

固定負債固定負債

固定負債 317,280

317,280317,280

317,280

繰延税金資産短期 420,011 退 職 給 付 引 当 金 216,233

関 係 会 社 預 け 金 480,071 資 産 除 去 債 務 101,047

そ の 他 238 3,018,370

3,018,3703,018,370

3,018,370

Ⅱ

ⅡⅡ

Ⅱ 固定資産

固定資産固定資産

固定資産 652,736

652,736652,736

652,736 純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部

有形固定資産

有形固定資産有形固定資産

有形固定資産 174,988

174,988174,988

174,988 Ⅰ株主資本

Ⅰ株主資本Ⅰ株主資本

Ⅰ株主資本

建 物 109,878 1 資本金 300,000

工 具 器 具 備 品 65,109 2 資本剰余金 -　

無形固定資産

無形固定資産無形固定資産

無形固定資産 37,701

37,70137,701

37,701 3 利益剰余金

ソ フ ト ウ ェ ア 37,387 利 益 準 備 金 75,000

電 話 加 入 権 314 繰 越 利 益 剰 余 金 1,343,733

投資その他の資産

投資その他の資産投資その他の資産

投資その他の資産 440,048

440,048440,048

440,048

関 連 会 社 株 式 76,123

長 期 前 払 費 用 1,111

差 入 敷 金 保 証 金 234,288

繰延税金資産長期 128,525

1,718,733

1,718,7331,718,733

1,718,733

4,737,103

4,737,1034,737,103

4,737,103 4,737,103

4,737,1034,737,103

4,737,103

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
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１．表示単位未満の端数処理

１．表示単位未満の端数処理１．表示単位未満の端数処理

１．表示単位未満の端数処理

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

棚卸資産…個別法または総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

　　　    の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により算定しております。

(2) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産・無形固定資産…定額法

(3) 引当金の計上基準

賞与引当金…従業員に対する賞与に備えるため、支給見込額を計上しております。

退職給付引当金…当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて、

　　　　　　　　当期末において発生していると認められる額を計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準

収益…検収基準

費用…発生主義

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理･･･消費税等の処理については、税抜経理方式によっております。

リース取引の処理方法･･･平成20年3月までに契約した、所有権が借主に移転すると

　　  　　   　　　　　認められるもの以外のファイナンスリース取引については、

　　  　　   　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　　  　　   　　　　　おります。

　　  　　   　　　　　また、平成20年4月以降に所有権が借主に移転するファイ

　　　　 　　　　　　　ナンスリース取引はありません。

３．株主資本等変動計算書に関する注記

３．株主資本等変動計算書に関する注記３．株主資本等変動計算書に関する注記

３．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当該事業年度の末日における発行済株式の数 6,000 株

個別注記表個別注記表個別注記表個別注記表


